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第５期加賀市障がい者計画（計画期間：平成３０年度～令和２年度）に沿って、取組の状況を示しています。 

（障がいのある人（子ども）のサポートプラン 30ページ～49ページ参照） 

１ 暮らしの基盤づくり             
(1) 保健・医療 

① 疾病の予防と早期発見・早期対応の推進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
健康診査・相談体

制の充実 

〇 妊娠期から出産まで、切れ目ない健

診・相談体制を充実させます。 

〇 新生児聴覚スクリーニング検査と精

密検査を実施し難聴の早期発見・早期

対応に努めます。 

〇 4か月半児、1歳6か月児、3歳2か月児

の各健康診査を実施し、障がいの早期

発見・早期対応につなげるとともに、

育児不安のある保護者の支援を行いま

す。 

〇 乳幼児健康診査未受診者の把握と受

診率の向上に努めます。 

○妊婦健康診査利用率 

100％ 

○母子手帳交付時の相談 

100％ 

〇聴覚スクリーニング検査

受診率 100％ 

○受診率 

・4か月半  98.8% 

・1歳6か月 97.2% 

・3歳2か月 97.0% 

○各種健康診査未受診者把

握率 

100% 

※平成36年度目標値 

○妊婦健康診査利用率 

100％ 

○母子手帳交付時の相談 

100％ 

〇聴覚スクリーニング検

査受診率 99.2％ 

〇受診率 

・4か月半  100.0% 

・1歳6か月 97.4％ 

・3歳2か月 96.9％ 

○各種健康診査未受診者

把握率100% 

○妊婦健康診査利用率 

99.7% 

○母子手帳交付時の相談 

100.0% 

〇聴覚スクリーニング検

査受診率 100.0% 

〇受診率 

・4か月半  98.0% 

・1歳6か月 97.1% 

・3歳2か月 96.2% 

○各種健康診査未受診者

把握率100.0% 

健康課 

２ 
健康診査後の事

後指導の強化 

〇 乳幼児健康診査で把握した、経過観察

が必要と思われる子どもとその保護者

に対し、健康相談等必要な事後指導を

行い、一人ひとりに応じた支援を行い

ます。 

 

・乳児相談参加率 75.9％ 

・幼児相談参加率 62.7％ 

乳幼児相談の他、訪問や

電話等にて継続支援をし

ている。 

・乳児相談参加率 73.7% 

・幼児相談参加率 60.2% 

乳幼児相談の他、訪問や電

話等にて継続支援をして

いる。 

健康課 

３ 
発達障がい等へ

の支援 

〇 保健・医療・福祉・教育等の連携を強

化し、就園・就学・就労を通じて切れ

目のない支援を行い、発達障がいの早

 

 

 

○ことばの相談、こども

育成支援会議等継続実施

し、支援者の人材育成や

〇ことばの相談、保育園・

学校訪問、専門医への紹

介、こども育成支援会議等

ふれあい福祉課 

子育て支援課 

健康課 
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期発見と早期対応に努めます。 

〇 発達の遅れやその疑いのある子ども

が適切な支援を受けられるよう配慮し

ます。 

〇 発達障がい等について、石川県や関係

団体等との連携のもと情報提供等を行

い、幅広く市民への知識の普及に努め

ます。 

 

 

（子どもの社会性の発達過

程を知っている親の割合を

増やすこと。目標値は調査

後に、平成36年度目標値と

して設定） 

母子保健、福祉、教育の

関係機関との連携の強化

を図り支援を行った。 

○支援者のためのサポー

トコーチ派遣事業を実施

した。 

○ことばとまなびの巡回

訪問 

特別支援教育にたずさわ

る教員による市内全園へ

の訪問を実施。 

○子どもの社会性の発達

過程を知っている親の割

合 94.7% 

（4か月半・1歳6か月・3

歳2か月児健診平均） 

継続実施し、支援者の人材

育成や、保健・医療・福祉・

教育との連携の強化を図

り支援を行った。 

 

 

○ことばとまなびの巡回

訪問 

特別支援教育にたずさわ

る教員による市内全園へ

の訪問を実施。 

○子どもの社会性の発達

過程を知っている親の割

合 91.5% 

（4か月半・1歳6か月・3

歳2か月児健診平均） 

学校指導課 

４ 
成人の健康診査

体制の充実 

〇 生活習慣病の予防に向けて、特定健康

診査や特定保健指導を計画的に実施

し、受診率又は実施率の向上に努めま

す。 

〇 障がいの原因となる疾病の予防に向

け、大腸がん等のがん検診を行い、受

診率の向上に努めます。 

○特定健診受診率 

57.0% 

○特定保健指導 

実施率 87.0% 

○大腸がん検診 

受診率 40.0% 

※平成32年度目標値 

○特定健診受診率   

39.6% 

（H29年度法定報告） 

○特定保健指導実施率 

78.9%（H29年度法定報告） 

○大腸がん検診受診率 

16.9% 

○特定健診受診率   

43.3% 

（H30年度法定報告） 

○特定保健指導実施率 

75.3%（H29年度法定報告） 

○大腸がん検診受診率 

15.6% 

健康課 
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② 健康の保持・増進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
生活習慣病予防

知識の普及・啓発 

〇 生活習慣病の予防、健康の保持・増進

を図るため、健康教育及び健康相談の

充実に努めます。 

〇 チラシの配布や広報掲載等の方法に

より、市民の生活習慣病の予防及び健

康増進に努めます。 

〇広報等による周知を少な

くとも年度内に１回実施。 

〇健康教育、健康相談利用

者数が前年度実績を上回る

こと。 

※単年度毎の目標値 

○7月広報に生活習慣改

善パンフレット折込 

 

○総合健康相談：1,250人

（随時） 

○重点健康相談：793人 

（84回） 

○健康教育：4,522人 

（138回） 

○7月広報に生活習慣改

善パンフレット折込 

 

○総合健康相談：764人

（随時） 

○重点健康相談：382人 

（22回） 

○健康教育：4,104人 

（137回） 

健康課 

２ 
健康づくりの推

進 

〇 市民一人ひとりの生涯にわたる健康

的な生活の実現を図るため、健康応援

プランに基づき、市民と行政、民間企

業、大学、各種団体等の協働により市

民の主体的な健康づくりの取組を支援

する「健食健歩プロジェクト」の推進

に努めます。 

健康応援プラン 

記載のとおり 

○KAGA健康フェスタ2018

開催 

○定例ラジオ体操教室開

催 

 3会場 各10回 延716人 

 

 

○KAGAタニタ健幸くらぶ 

運動・調理ｾﾐﾅｰ13回 365

人 

○KAGA健幸ﾎﾟｲﾝﾄ 

抽選への応募者数 

1,740件 

○定例ウォーキング会開

催 10回 延280人 

○ｳｫｰｷﾝｸﾞﾏｯﾌﾟﾘﾆｭｰｱﾙ記

念講演会の開催 1回 

137人 

○KAGA健康フェスタ2019

開催 

○ラジオ体操教室開催 

・運動定着コース 

1会場 11回 延519人 

・リーダー養成コース 

9回 延97人 

○KAGAタニタ健幸くらぶ 

運動・調理ｾﾐﾅｰ15回 276 

人 

○KAGA健幸ﾎﾟｲﾝﾄ 

抽選への応募者数 

1,495件 

○定例ウォーキング会開

催 9回 延246人 

○ｳｫｰｷﾝｸﾞﾏｯﾌﾟを活用し

たウォーキングイベント

の開催 13回 延219人 

健康課 
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③ 医療サービスの充実 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 医療費の助成 

〇 育成医療費、更生医療費の給付や、心

身医療費の助成制度により、障がいの

ある人の経済的負担を軽減し、必要な

医療を受けやすくします。 
 

○65歳未満は現物給付、

65歳以上は償還払いにて

実施。 

○手帳交付時に制度説明

と申請を求め、周知と実

施の徹底を行っている。 

○65歳未満は現物給付、

65歳以上は償還払いにて

実施。 

○精神１級の追加、65歳

以上の現物給付を検討。 

○手帳交付時に制度説明

と申請を求め、周知と実

施の徹底を行っている。 

ふれあい福祉課 

 

(2) 生活支援サービス 

① 障害福祉サービス等の充実 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 

加賀市じりつ支

援協議会の運営

強化 

〇 保健・医療、教育・療育、雇用などの

関係者、相談支援事業者、サービス提

供事業者、当事者団体、行政機関など

で構成する加賀市じりつ支援協議会に

おける協議を通じて、本市における障

害福祉サービス等の量的及び質的な充

実を図ります。 

〇 サービス提供事業所におけるサービ

スの向上及び均質化を図るため、サー

ビス提供事業所職員の意識改革を図り

ます。 

加賀市じりつ支援協議会に

おいてサービス提供事業者

等を対象とした研修会を少

なくとも年度内に１回開催 

※単年度毎の目標値 

○相談事業所連絡会、ケ

ース検討会、各ワーキン

グ、障がい福祉全体会を

開催し、地域課題等の情

報共有や改善等の検討を

行った。 

○障がい福祉全体会にお

いて、加賀市地域生活支

援事業の評価を行った。 

○「障がいの理解と支援」

～当事者と共に考える

～」をテーマとした研修

会の開催、３障がい連絡

○相談事業所連絡会、ケ

ース検討会、各ワーキン

グ、障がい福祉全体会を

開催し、地域課題等の情

報共有や改善等の検討を

行った。 

○障がい福祉全体会にお

いて、加賀市地域生活支

援事業の評価を行った。 

○『福祉における「接遇」

について』～安心・安全・

信頼が伝わる「接遇」の

心構え～をテーマとした

ふれあい福祉課 
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協議会の運営サポート、

第５期計画推進に関する

意見交換等を各ワーキン

ググループにおいて実施

した。 

研修会の開催、３障がい

連絡協議会の運営サポー

ト、第５期計画推進に関

する意見交換等を各ワー

キンググループにおいて

実施した。 

 

② 生活の場の確保 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
グループホーム

の整備促進 

〇 障がいのある人の地域移行等のニー

ズを踏まえて、地域で安全に安心して

暮らすことができるグループホーム

の整備を促進します。 

新規事業所の開設 

（成果目標の「地域生活移

行者数」、「共同生活援助（グ

ループホーム）」利用者数の

見込みを踏まえて整備） 

※計画期間内目標値 

○平成30年度１箇所整備 ○令和２年度開設に向け

た事業所との協議を実施

した。（１事業所） 
ふれあい福祉課 

２ 住宅改修の推進 

〇 障がいのある人が居住する住宅の居

室、浴室、トイレ等を障がいのある人

が住みやすいように改修することの

必要性を認識し、相談支援専門員等関

係者のリハビリテーション意識の向

上に努めます。 

 

○住宅改修施行業者の登

録数が増加。 

○令和２年度から住宅改

修の補助対象を拡大（下

肢、体幹等以外の身障２

級以上、療育Ａ、精神１

級を追加）するため補助

要綱を改正した。 

ふれあい福祉課 

 

③ 地域生活支援の体制整備の促進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 

加賀市じりつ支

援協議会の運営

強化 

〇 保健・医療、教育・療育、雇用など

の関係者、相談支援事業者、サービス

提供事業者、当事者団体、行政機関な

地域生活支援拠点等を市内

に１箇所設置（成果目標と

同じ） 

○じりつ支援協議会全体

会において、厚生労働省

から講師を招いて、「地域

○地域生活支援拠点の整

備に向けて、じりつ支援

協議会事務局（ふれあい

ふれあい福祉課 
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どで構成する加賀市じりつ支援協議

会における協議を通じて、障がいのあ

る人等が地域において生活を維持し、

継続していけるような支援体制の構

築を図ります。 

※計画期間内目標値 生活支援拠点の整備等に

ついて」をテーマとした

説明会と、出席者による

グループワークを行っ

た。 

福祉課、基幹相談支援セ

ンター）で定期的に協議

を行った。 

 

(3) 相談支援・情報提供 

① 相談支援体制の充実 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
基幹相談支援セ

ンターの設置 

〇 障がいのある人が安心して暮らして

いけるよう 相談支援事業所や関係機

関と連携し、地域における相談支援の

中核的な役割を担う基幹相談支援セ

ンターを設置します。 

基幹相談支援センターを1

か所設置 

※計画期間内目標値 

○当センターの運営業務

委託事業者の募集と選定

会を実施し、平成31年度

からの運営業務委託契約

を締結した。 

○平成31年4月1日に基幹

相談支援センターを設置

した。 ふれあい福祉課 

２ 
相談支援専門員

の資質向上 

〇 あらゆる問題に対して的確に対応で

きるよう、研修会等を通じて、相談支

援専門員の資質向上を図ります。 研修会を少なくとも年度内

に１回開催 

※単年度毎の目標値 

○障がい児の支援区分認

定調査についての研修会

を実施した。 

○サービス等利用計画作

成についての研修会を実

施した。 

○基幹相談支援センター

による、相談支援専門員

への面接及び個別指導を

実施した。 

ふれあい福祉課 

３ 
障がい者相談員

の資質向上 

〇 地域と行政等関係機関とのパイプ役

としての役割を担う障がい者相談員

の自覚を促すとともに、相談業務に必

要な情報提供を図ります。 

研修会を少なくとも年度内

に１回開催 

※単年度毎の目標値 

○県研修会への参加支

援。 

○市研修会の開催。 

○県研修会への参加支

援。 

○市研修会は新型コロナ

ウイルスの影響で中止。 

ふれあい福祉課 

４ 
相談支援事業所

等の周知徹底 

〇 相談支援事業所の所在地等を示すポ

スターの掲示やカードの配布などに

より、相談支援事業所の周知を図りま

相談支援事業所周知カード

の配布等を毎年度実施 

※単年度毎の目標値 

○山代地区民生児童委員

の集会において、相談支

援事業所等の相談窓口に

○広報かが４月号におい

て、基幹相談支援センタ

ーの開設と併せて、相談

ふれあい福祉課 
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す。 

〇 併せて、地域に配置した障がい者相

談員の周知を図ります。 

ついて説明を行った。 

○作成した周知カードを

手帳交付時に配布した。 

支援事業所の周知記事を

掲載した。 

○作成した周知カードを

手帳交付時に配布した。 

 

② 情報提供の充実 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 点訳・音訳の推進 
〇 点訳・音訳する行政情報の範囲を拡

大し、必要な情報の提供に努めます。 
 

○広報折込の点訳・音訳

を実施した。 

○広報折込の点訳・音訳

を実施した。 
ふれあい福祉課 

２ 
情報伝達手段の

充実・拡大 

〇 誰もが必要な情報を入手できるよ

う、障がい特性に配慮した、多様な方

法による情報提供のあり方について

検討します。 
 

○タブレットを活用し、

手話等による意思疎通支

援を行った。 

○音声を文字化するシス

テムの導入について、検

討を行った。 

○タブレットを活用し、

手話等による意思疎通支

援を行った。 

○アバター（遠隔操作ロ

ボット）の実証を市窓口

等で実施した。 

ふれあい福祉課 

３ 
要約筆記者の派

遣 

〇 聴覚、言語機能、音声機能その他の

障がいのために意思疎通を図ること

が困難な人の意思疎通の円滑化を図

るため、要約筆記者を派遣します。 
 

○市主催の講演会のほ

か、個人からの派遣依頼

が増加し、前年度より派

遣件数が増加した。 

（H29年度21件→ 

H30年度33件） 

○個人からの派遣依頼が

減少し、前年度より派遣

件数が減少した。 

（H30年度33件→ 

R元年度18件） 

ふれあい福祉課 

４ 

要約筆記・点訳・

音訳各奉仕員養

成講座等の開催 

〇 情報提供を担う人材を確保するた

め、要約筆記・点訳・音訳の各奉仕員

養成講座等を開催します。 

継続的な講座開催 

※単年度毎の目標値 

○要約筆記入門講座、点

訳講座、音訳講座を開催

した。 

○要約筆記入門講座、点

訳講座、音訳講座を開催

した。 

ふれあい福祉課 

５ 
手話による意思

疎通支援 

〇 手話通訳の方法による意思疎通を支

援するため、手話通訳者の派遣等を行

い、意思疎通の円滑化を推進します。 

・手話通訳者等の派遣 

 

○加賀市医療センターに

週１回、手話通訳者が配

属されたことにより、前

年度と比較して、市登録

○個人からの派遣依頼の

減少、新型コロナウイル

スの影響などで、前年度

と比較して、市登録の手

ふれあい福祉課 
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・手話通訳者等の処遇改善等 の手話通訳者の派遣件数

が減少した。 

（H29年度241件→ 

H30年度161件） 

話通訳者の派遣件数が減

少した。 

（H30年度161件→ 

R元年度 66件） 

 

③ 権利擁護の推進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 

成年後見制度及

び日常生活支援

事業の普及 

〇 障がい等のために判断能力が十分で

ない人が不利益を被らないように支

援する成年後見制度について、その周

知を図ります。 

〇 成年後見制度の利用が必要であるに

もかかわらず、その利用が困難な障が

いのある人が成年後見制度を利用す

ることができるよう、制度の利用を支

援します。 

〇 判断能力が十分でない障がいのある

人が、地域でじりつした生活を送るこ

とができるよう、社会福祉協議会の日

常生活支援事業による、福祉サービス

の利用援助や日常的金銭管理の支援

を行います。 

○市長申立て件数 

・2件 

（ふれあい福祉課） 

・10件（長寿課） ・ 

 

○報酬助成件数 

・1件 

（ふれあい福祉課） 

・5件（長寿課） 

 

※単年度毎の目標値 

○市長申立て件数 

（要請書受理件数） 

・0件（ふれあい福祉課） 

・2件（長寿課） 

・1件（地域福祉課） 

計 3件 

○報酬助成件数 

・1件（ふれあい福祉課） 

・3件（長寿課） 

・0件（地域福祉課） 

計 4件 

○成年後見センター「ほ

っこり」による関係者へ

の相談窓口と事業の周知

を行った。 

（H30年度相談件数） 

・知的：614件、 

・精神：1,230件 

・高齢者：2,138件、 

・その他：36件 

計 4,018件 

○市長申立て件数 

（要請書受理件数） 

・1件（ふれあい福祉課） 

・7件（長寿課） 

・1件（地域福祉課） 

計 9件 

○報酬助成件数 

・1件（ふれあい福祉課） 

・2件（長寿課） 

・0件（地域福祉課） 

計 3件 

○成年後見センター「ほ

っこり」による関係者へ

の相談窓口と事業の周知

を行った。 

（R元年度相談件数） 

・知的：468件 

・精神：889件 

・高齢者：1,955件、 

・その他：31件 

計 3,343件 

ふれあい福祉課 

長寿課 

地域福祉課 



9 
 

２ 

障がい者虐待防

止のための体制

強化 

〇 障がい者虐待防止等に関する広報そ

の他啓発活動を行い、虐待防止の意識

を高めます。 

〇 市障がい者虐待防止センター機能の

一部を委託している相談支援事業所

と連携し、夜間・休日における相談・

通報・届出や虐待発生時の対応に係る

体制強化を図ります。 

 

○弁護士資格を有する市

職員に、虐待の対応を協

議する会議への出席を依

頼することとした。 

○虐待防止周知カードの

配布を行った。 

○虐待防止センター機能

の委託により、365日24時

間体制で対応を行った。 

○弁護士資格を有する市

職員及び基幹相談支援セ

ンター職員が、虐待対応

の協議に出席した。 

○虐待防止周知カードの

配布を行った。 

○虐待防止センター機能

の委託により、365日24時

間体制で対応を行った。 

ふれあい福祉課 

３ 
虐待防止研修の

充実 

〇 障がいのある人、高齢者、その養護

者が安心して暮らし続けることが出

来るよう、支え手となる専門職が権利

擁護に関する共通認識を一層深める

ため、研修の機会を提供します。 

研修会を少なくとも年度内

に１回開催 

※単年度毎の目標値 

○加賀市内の介護・障が

い福祉サービス事業所及

び相談員が在席する医療

機関に向けて、虐待防止

研修会（視点編・居宅編・

施設編）を計３回実施し

た。 

○加賀市内の介護・障が

い福祉サービス事業所及

び相談員が在席する医療

機関に向けて、虐待防止

研修会（視点編・居宅編・

施設編）を計３回実施し、

計１５１名（うち障がい

分野２２名）が参加した。 

長寿課 

ふれあい福祉課 

 

２ じりつと社会参加の基盤づくり        
(1) 障がいのある子どもの育成・教育 

① 早期療育の充実 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 

発達の遅れが気

になる子ども等

への相談支援体

制の強化 

〇 発達の遅れが気になる子どもやその

保護者等からの相談に対し、保健・保

育・福祉・教育が連携して対応し、助

言や情報提供等の支援を行うための

体制強化を図ります。 

 

〇１暮らしの基盤づくり

(1)①の３と同じ 

〇１暮らしの基盤づくり

(1)①の３と同じ 
ふれあい福祉課 

子育て支援課 

健康課 

学校指導課 
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２ 
保育及び就学前

教育の充実 

〇 障がいのある子どもの心身の発達を

促すとともに、子どもの障がいに対す

る理解を深めることを目的として、全

ての保育園・認定こども園で障がいの

ある子どもの受入を行います。 

〇 保育士や保育教諭等の加配により、

障がいのある子どもの受入体制の充

実を図ります。 

〇 専門指導員等による各園への定期的

な訪問を行い、専門的な支援を行いま

す。 

 

〇県と市関係機関が連携

した「保育者と子どもの

ためのペンギンケア事業

及び保育園巡回相談」の

継続実施。児童の実情に

応じた加配による受け入

れ体制の充実。専門指導

員による就学に関する保

育園訪問継続実施。 

〇県と市関係機関が連携

した「保育者と子どもの

ためのペンギンケア事業

及び保育園巡回相談」の

継続実施。 

〇専門指導員による就学

に関する保育園訪問継続

実施。 

子育て支援課 

 

② 学校教育の充実 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
特別支援学級の

充実 

〇 特別支援学級に在籍する児童生徒の

障がいの程度や特性を考慮し、各学校

の特色を活かした教育課程を編成す

るとともに、教育内容や方法について

更に改善・工夫をして、児童生徒一人

ひとりに応じた教育の推進に努めま

す。 

 

○４月に特別支援学級担

任に教育課程編成等につ

いて説明を含めた研修会

を開催。 

○学校訪問での助言 

○４月に特別支援学級担

任に教育課程編成等につ

いて説明を含めた研修会

を開催。 

○学校訪問での助言 

学校指導課 

２ 
特別支援教育研

修の充実 

〇 小中学校の教職員に対する特別支援

教育の理解と認識を一層深めるため、

研修の機会を提供します。 

研修会を少なくとも年度内

に１回開催 

※単年度毎の目標値 

○特別支援教育コーディ

ネーター研修会の開催 

○特別支援教育講演会の

開催 

○特別支援教育コーディ

ネーター研修会の開催 

○特別支援教育講演会の

開催 

学校指導課 
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③ 障害児通所支援サービスの充実 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 

加賀市じりつ支

援協議会の運営

強化 

〇 保健・医療、教育・療育、雇用など

の関係者、相談支援事業者、サービス

提供事業者、当事者団体、行政機関等

で構成する加賀市じりつ支援協議会

における協議を通じて、本市における

障害福祉サービス等の量的及び質的

な充実を図ります。 

〇 サービス提供事業所におけるサービ

スの向上及び均質化を図るため、サー

ビス提供事業所職員の意識改革を図

ります。 

加賀市じりつ支援協議会に

おいてサービス提供事業者

等を対象とした研修会を少

なくとも年度内に１回開催 

※単年度毎の目標値 

○1 暮らしの基盤づくり

(２)①の１と同じ 

○1 暮らしの基盤づくり

(２)①の１と同じ 

ふれあい福祉課 

２ 
児童発達支援セ

ンターの設置 

〇 通所利用の障がいのある子どもやそ

の家族に対する支援等を行う児童発

達支援センターを設置します。 

児童発達支援センターを１

か所以上設置（成果目標と

同じ） 

※計画期間内目標値 

○児童発達支援センター

が１か所設置された。 

○児童発達支援センター

が１か所運営されてい

る。 
ふれあい福祉課 

 

④ 医療的ケア児の支援体制の整備 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 

医療的ケア児支援

のための関係機関

の協議の場の設置 

〇 医療的ケア児が適切な支援を受けら

れるよう、保健、医療、障がい福祉、

保育、教育等の関係機関等が連携を図

るための協議の場を設けます。 

平成30年度末までに保健、

医療、障がい福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携

を図るための協議の場を設

置（成果目標と同じ） 

○早期療育検討会から、

医療的ケア児支援のため

の協議の場を引き継ぐこ

とで、当該協議の場を設

置した。 

○市の関係部署で、連携

強化を図るための協議を

行った。 

○個別ケースについて

は、関係機関を交えたケ

ース会議を実施した。 

ふれあい福祉課 

子育て支援課 

健康課 

学校指導課 
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(2) 雇用・就労 

① 一般就労のための雇用の場の拡大 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
企業等への働き

かけ 

〇 障がいのある人の一般就労を促進す

るため、職場見学と就労体験を通じた

人材の紹介を行う加賀市無料職業紹

介事業を推進します。 

〇 障がいのある人の一般就労と職場へ

の定着を促進するため、市内の企業を

訪問して障がいのある人の雇用につ

いて理解を求めるとともに、職場にお

ける合理的配慮について啓発を行い

ます。 

〇 障がいのある人の一般就労を促進す

るため、市内企業等にリーフレット等

を送付し、障がいのある人の雇用につ

いて理解を求めます。 

〇 障がいのある人の一般就労を促進す

るため、研修等を通じて福祉就労系事

業所と一般企業等とのマッチングを

推進します。 

○無料職業紹介事業 

・職場見学・就労 

体験者数 6名 

・一般企業就職者数 

 2名 

※単年度毎の目標値 

○企業訪問 

第4期計画期間中に訪問を

行った企業43か所へのフォ

ローアップ訪問の実施 

※計画期間内目標値 

○PR事業 

市内企業等への継続的な情

報提供 

※単年度毎の目標値 

○研修事業 

市内企業、福祉的就労施設、

障がい者等を対象とした研

修会の実施 

※単年度毎の目標値 

○無料職業紹介事業 

・職場見学・就労 

体験者数 9名 

・一般企業就職者数 

 0名 

○一般就労支援のための

企業訪問を実施した。 

○障がい者就労（一般・

福祉）促進のためのＰＲ

チラシを作成し、周知を

図った。 

○加賀市での合同面接会

に参画し、参加者15名の

うち2名が一般就労につ

ながった。 

○じりつ支援協議会にお

いて、就労支援ワーキン

グを発足した。 

○無料職業紹介事業 

・職場見学・就労 

体験者数 1名 

・一般企業就職者数 

 0名 

○就労支援体制検討会

（市、基幹相談支援セン

ター、相談支援事業所か

が、こまつ障害者就業・

生活支援センター、ハロ

ーワーク加賀、加賀商工

会議所、就労移行支援事

業所）を2ヶ月に1回開催

した。 

○加賀市での合同面接会

に参画し、参加者15名の

うち2名が一般就労につ

ながった。 

地域福祉課 

（くらし就労サ

ポート室） 

ふれあい福祉課 

２ 
就労支援ネット

ワークの強化 

〇 障がいのある人の一般就労を促進す

るため、小松市・加賀市・能美市・川

北町の3市1町の福祉団体、行政、企業

等で構成された南加賀就労支援強化

連絡会に参画し、連携を図ります。 

 

○南加賀就労支援強化連

絡会における、一般就労

に向けた研修の企画に参

画。 

○合同面接会に参画。 

○南加賀就労支援強化連

絡会における、働く人の

情報誌クローバーの発刊

に参画。 

○合同面接会に参画。 

ふれあい福祉課 
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② 個々の特性に応じた就労支援 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
福祉的就労の充

実 

〇 加賀市じりつ支援協議会で実施する

人材育成の研修会等を通じて、就労系

事業所職員の資質向上と障がい特性

に応じた就労支援の充実を図ります。 

じりつ支援協議会における

人材育成の研修会を少なく

とも年度内に１回開催 

※単年度毎の目標値 

○就労支援ワーキングを

発足し、就労の課題につ

いて洗い出しを行った。 

○就労支援ワーキングに

おいて、就労支援の課題

を整理中。 

○『福祉における「接遇」

について』をテーマとし

た研修会を開催。 

ふれあい福祉課 

２ 
障害者優先調達

推進法の推進 

〇 市が発注する物品又は役務の調達の

うち、就労系事業所が受注可能な物品

又は役務について、就労系事業所へ発

注するよう努めます。 

〇 障害者優先調達推進法の趣旨に則

り、広く市民等に対しても、就労系事

業所の利用について働きかけを行い

ます。 

過去3年間の調達実績額の

平均値を上回ること。 

※単年度毎の目標値 

○実績額 2,466,133円 

（目標値：2,628,872円） 

○市ホームページに「加

賀市障害者就労施設等か

らの物品等調達方針」を

掲載。 

○企業訪問先への周知啓

発を実施。 

○実績額 2,939,588円 

（目標値：2,672,477円） 

○市ホームページに「加

賀市障害者就労施設等か

らの物品等調達方針」、

「市内障がい者就労施設

等の供給可能物品及び提

供可能役務一覧」を掲載。 

財政課 

ふれあい福祉課 

 

(3) スポーツ・文化芸術活動 

① スポーツ活動の推進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 

加賀市障がい者

スポーツ大会の

開催 

〇 スポーツの楽しさを体験し、スポー

ツを通じた社会参加を促進するため、

障がい者スポーツ大会への参加を促

進します。 

〇 障がい種別に関わらず、誰もが広く

参加できるプログラムの実行に努め

ます。 

障がい者スポーツ大会参加

者数が前年度実績を上回る

こと。 

※単年度毎の目標値 

○加賀市障がい者スポー

ツ大会参加者数 200人 

（ボランティアを含む。） 

○加賀市障がい者スポー

ツ大会参加者数 239人 

（ボランティアを含む。） 
ふれあい福祉課 

スポーツ推進課 
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〇 障がいのある人のスポーツ活動への

参加を支援するため、ボランティアや

指導員の育成に努めます。 

２ 
スポーツ教室の

開催 

〇 スポーツ活動を普及し、一人でも多

くの人が気軽に参加できるスポーツ

教室を開催します。 

スポーツ教室の参加者数が

前年度実績を上回ること。 

※単年度毎の目標値 

○参加者数 

（全14回） 241人 

○障がいのある方のため

のスポーツ教室の審判補

助員としてスポーツ課職

員（1人）を派遣 

○健康教室の実施（スポ

ーツ振興事業団主催事

業、平成30年度途中で終

了）参加者 65人 

○参加者数 

（全10回） 182人 

ふれあい福祉課 

スポーツ推進課 

 

② 文化芸術活動の推進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 作品展の開催 

〇 障がいのある人が制作した作品を展

示する機会を提供する作品展を開催

し、障がいのある人の創作意欲の向上

を図ります。 

〇 作品展の展示作品を通じて、障がい

や障がい者理解の促進を図ります。 

作品展の観覧者数が前年度

実績を上回ること。 

※単年度毎の目標値 

○障がいのある人等が制

作した作品の展示会の開

催。（かがりび作品展、ふ

れあい展） 

○ふれてみるいしかわの

文化展 加賀展の観覧者

数：306人（３日間） 

○障がいのある人等が制

作した作品の展示会の開

催。（かがりび作品展、ふ

れあい展） 

○ふれてみるいしかわの

文化展 加賀展の観覧者

数：322人（３日間） 

ふれあい福祉課 

 

３ 人にやさしいまちづくり           
(1) 安全・安心のまちづくり 
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① 安心なまちづくり 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 

バリアフリー法

に基づく基本構

想の策定 

〇 市街中心地において、駅・道路・建

物などのバリアフリー化を重点的か

つ一体的に推進していくため、高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律（バリアフリー法）に基

づく基本構想の策定に努めます。 

 

○バリアフリー新法に基

づく基本構想の策定を検

討中。 

〇基本構想の策定につい

て検討を継続。 ふれあい福祉課 

土木課 

都市計画課 

建築課 

２ 
ユニバーサルデ

ザインの推進 

〇 全ての人が安全で快適に暮らせるよ

う、ユニバーサルデザインの考え方

を、まちづくりの基本的な指針となる

「加賀市都市計画マスタープラン」に

盛り込みます。 

 

○ユニバーサルデザイン

の考え方を、まちづくり

の基本的な方針となる

「加賀市都市計画マスタ

ープラン」に記載。 

〇「加賀市都市計画マス

タープラン」に記載し、

ユニバーサルデザインの

推進に努めている。 

ふれあい福祉課 

都市計画課 

３ 

スマートインク

ルージョンの推

進 

〇 IoTやAIによる支援「スマートインク

ルージョン」を推進するため、障がい

のある人、市民、福祉関係者、企業等

を対象とした講演会等を開催します。 

 ○スマートインクルージ

ョン推進宣言を行った。 

○障がいのある人や、障

がい福祉関係団体・事業

者を対象に説明会やヒア

リングを実施した。 

○「障がい者テレワーク

の推進に関する連携協

定」を締結し、テレワー

ク説明会を開催、１名が

雇用に結びついた。 

○アバター（遠隔操作ロ

ボット）の活用を検討し、

市窓口での実証をした。 

ふれあい福祉課 

４ 

手話による情報

の取得及び手話

を使用しやすい

環境づくり 

〇 ろう者（＝手話を言語とする人）の

生活やニーズを踏まえながら、情報提

供等に努め、コミュニケーションがと

りやすい環境整備を推進します。 

・手話による情報提供の充実 

・多様な場面で手話を使用した意思疎

通がしやすい環境づくり 

 

○手話施策推進協議会の

作業部会において、手話

に関するリーフレット

案、展示用パネル、手話

講習会用のテキストを作

成した。 

○手話に関するリーフレ

ットを作成した。 

○展示パネルや書籍・Ｄ

ＶＤを図書館等で展示し

た。 

○福祉事業所で手話講座

を開催した。 

ふれあい福祉課 
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② 安全な移動の確保 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
公共交通体系の

充実 

〇 外出時において、移動に支障のある

障がいのある人はもとより、自動車の

運転ができない市民の移動手段の利

便性向上に努めます。 

公共交通（路線バス・乗合

タクシー）利用者数が前年

度実績を上回ること。 

※単年度毎の目標値 

○公共交通利用者数の前

年度比 

・路線バス 101.5％ 

・乗合タクシー 113.6％ 

前年度実績を上回る結果

となった。 

○公共交通利用者数の前

年度比 

・路線バス 101.2％ 

・乗合タクシー 105.9％ 

前年度実績を上回る結果

となった。 

政策推進課（企画

課） 

２ 
移動支援事業の

充実 

〇 移動支援事業を担うガイドヘルパー

の資質向上を図ります。 

〇 屋外での移動が困難な障がいのある

人の社会参加を促進するため、要件等

の見直しを検討します。 

 

○じりつ支援協議会ヘル

パーワーキングにおい

て、ヘルパーの魅力や、

やりがいを伝えるパンフ

レット案を作成した。 

○移動支援事業の事業所

登録要件の見直しを検討

中。 ふれあい福祉課 

 

③ 防災・防犯対策の推進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

1 

加賀市地域見守

り支えあいネッ

トワーク制度の

推進 

〇 災害時に自力で避難することが困難

な障がいのある人に対し、地域見守り

支えあいネットワークの登録を勧奨

します。 

〇 災害時に自力で避難することが困難

な障がいのある人の情報等が記載さ

れた名簿を、地域の支援者等（民生委

員・児童委員、町内会長、消防、警察）

に提供し、支援が必要な障がいのある

○地域見守り支えあいネッ

トワーク登録者 

・27年度 3,200件 

・31年度 3,600件 

○避難行動要援護者名簿の

町内会への配布 

・27年度 190町 

・31年度 282町 

    （全町） 

○登録者 

2,650人（うち障がいがあ

る方710人） 

 

○名簿を配布した町内会 

271町 

○登録者 

2,528人（うち障がいがあ

る方672人） 

 

○名簿を配布した町内会 

271町 

地域福祉課 

ふれあい福祉課 

長寿課 
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人をあらかじめ把握できる体制整備

を推進します。 

２ 
福祉避難所の円

滑な設置・運営 

〇 災害時において、一般的な避難所で

は生活に支障を来たす障がいのある

人のための福祉避難所について、設

置・運営マニュアルを整備し、訓練を

実施することで、円滑な設置・運営を

図ります。 

 

 

○福祉避難所の設置につ

いて68施設と協定 

（うち障がい者施設12） 

○福祉避難所の設置につ

いて68施設と協定 

（うち障がい者施設12） 地域福祉課 

ふれあい福祉課 

長寿課 

３ 防災意識の向上 

〇 加賀市防災協議会と連携し、防災に

関する広報や防災訓練等の機会を通

じて、防災知識の普及啓発に努めると

ともに、防災意識の向上を図ります。 

○防災意識向上のため、広

報等による周知を少なくと

も年度内に1回実施 

※単年度毎の目標値 

○全ての地区における防災

訓練の実施 

※計画期間内目標値 

〇防災イベントを広報に

掲載することで、防災

意識啓発の一助とし

た。 

〇総合防災訓練は、中学

校区単位で1年ごとに

校区を変えて実施する

ことで、全校区で開催

している。また、総合

防災訓練の副会場とし

て3地区で開催した。 

○福祉避難所設置訓練の

実施 

○防災リーダー養成講習

会及び防災リーダーフ

ォローアップ講習会を

開催し、災害時の障が

い者支援への意識向上

を図った。（市民119名

参加） 

〇防災イベントを広報に

掲載することで、防災意

識啓発の一助とした。 

 

〇総合防災訓練は、中学

校区単位で1年ごとに校

区を変えて実施すること

で、全校区で開催してい

る。また、総合防災訓練

の副会場として3地区で

開催した。 

○福祉避難所設置訓練の

実施 

○防災リーダー養成講習

会及び防災リーダーフォ

ローアップ講習会を開催

し、災害時の障がい者支

援への意識向上を図っ

た。（市民136名参加） 

防災対策課 

ふれあい福祉課 

警防課 

消防署 
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４ 
自主防災組織の

育成指導 

〇 地域における互助・共助の仕組によ

る防災体制を促進し、自主防災組織や

防災に関する要配慮者を支援する人

の育成を図り、障がいのある人の避難

や救助のための情報連絡体制の確立

を図ります。 

全町内会における自主防災

組織の結成 

※計画期間内目標値 

〇282町内会中236町と20

まちづくり推進協議会で

自主防災組織が結成され

ている。 

〇282町内会中236町と20

まちづくり推進協議会で

自主防災組織が結成され

ている。 

防災対策課 

地域福祉課 

ふれあい福祉課 

消防署 

５ 防犯対策の推進 

〇 出前講座や広報により防犯上必要な

知識や情報を提供するほか、関係部署

との連携や、地域での見守り体制を構

築することで、犯罪被害や消費者被害

の未然防止、早期発見、解決につなが

るよう努めます。 

防犯講座を少なくとも年度

内1回開催 

※単年度毎の目標値 

〇高齢者等防犯教室(県

主催)を３回実施 

〇高齢者等防犯教室(県 

主催)を６回実施 
生活安全課 

地域福祉課 

ふれあい福祉課 

 

(2) 障がいと障がいのある人への理解 

① 広報・啓発の推進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 

障がい者差別解

消のための理解

促進 

〇 障がいや障がいのある人に対する差

別意識を払拭するため、広報、市ホー

ムページ等を通じて、障がいに関する

正しい知識の普及に努め、理解の促進

を図ります。 

〇 障害者週間などの機会に合せて、理

解促進のための行事等を開催し、障が

いや障がいのある人に対する正しい

知識の普及に努め、理解の促進を図り

ます。 

 

○「広報かが」に、いし

かわ支え合い駐車場に関

する記事を掲載し、障が

い者理解の促進を図っ

た。 

○ふれてみるいしかわの

文化展 加賀展を開催し

た。 

○３障がい連絡協議会に

よる、理解啓発のための

ティッシュ配布を実施し

た。 

○「広報かが」に、いし

かわ支え合い駐車場、ヘ

ルプマーク等に関する記

事を掲載し、障がい者理

解の促進を図った。 

○ふれてみるいしかわの

文化展 加賀展を開催し

た。 

○３障がい連絡協議会に

よる、理解啓発のための

クッキー及びチラシ配布

を実施した。 

ふれあい福祉課 
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○障がい者理解のための

講演会を開催した。 

○障がい者理解のための

講演会を開催した。 

２ 
障がい特性に対

する理解促進 

〇 研修等の機会を通じて、障がい種別

による障がい特性の理解の促進を図

ります。 
研修会を少なくとも年度内

に１回開催 ※単年度毎の

目標値 

○研修会の開催（こころ

の健康ボランティア講座

において公開講座として

開催） 

○自閉症スペクトラム映

画の上映会を開催した。 

○研修会の開催（こころ

の健康ボランティア講座

において公開講座として

開催） 

 

ふれあい福祉課 

３ 

手話への理解の

促進及び手話の

普及 

〇 手話は日本語や英語などの音声言語

と同じように豊かな表現や文法を持

つ「言語」であることの理解を深める

ための施策を実施します。 

 ・手話の普及啓発 

 ・手話にふれる機会の充実 

 ・手話を学ぶための仕組みづくり 

 

○手話教室を市内の６小

学校７クラスで開催し

た。 

○市民向けの手話講座

（入門・基礎）の開催 

○手話教室を市内の６小

学校６クラス、高校１校

２クラスで開催した。 

○市民向けの手話講座

（入門・基礎）の開催 

ふれあい福祉課 

 

② 交流活動の推進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
自発的活動に対

する支援 

〇 障がい種別を超えた３障がい連絡協

議会による活動を支援し、障がい者福

祉を支える市民活動につなげます。 

 

○３障がい連絡協議会の

定例会議等の活動を支

援。 

○３障がい連絡協議会の

定例会議等の活動を支

援。 

ふれあい福祉課 

２ 児童生徒の交流 

〇 障がいのある児童生徒と障がいのな

い児童生徒の相互理解を深めるため、

特別支援学校と小中学校との交流の

機会を設けます。 

市内で少なくとも学校間交

流又は居住地校交流を年度

内に10回開催 

※単年度毎の目標値 

○学校間交流 6回 

内訳：小学部 4回、 

中学部 2回 

○居住地校交流 14回  

内訳：小学部 14回、 

○合同学習会 3回 

○学校間交流 6回 

内訳：小学部 2回、 

中学部 4回 

(内1回高等部含む) 

○居住地校交流 9回  

内訳：小学部 9回 

学校指導課 
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(3) 地域福祉の推進 

① 地域福祉活動の推進 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
福 祉 人 材 の 育

成・支援 

〇 こころの健康ボランティア講座や奉

仕員養成講座、加賀市じりつ支援協議

会で実施する人材育成の研修等の開

催を通じて、障がいのある人の支援が

できる人材の育成を図ります。 

〇 講座修了者の継続的活動を支援しま

す。 

新規ボランティアの養成

や、これまでの受講者に対

するスキルアップ講座のほ

か、加賀市じりつ支援協議

会において人材育成の研修

会を開催 

※単年度毎の目標値 

○こころの健康ボランテ

ィア講座の開催。 

○じりつ支援協議会の構

成員によるワーキンググ

ループ「まなびっくす」

において研修会を実施。 

○点訳・音訳・手話・要

約筆記の奉仕員養成講座

を開催。 

○当事者の声を、民生委

員等に届ける「みまもり

トーク」を実施した。 

○こころの健康ボランテ

ィア講座の開催。 

○じりつ支援協議会の構

成員によるワーキンググ

ループ「まなびっくす」

において研修会を実施。 

○点訳・音訳・手話・要

約筆記の奉仕員養成講座

を開催。 

○当事者の声を、民生委

員等に届ける「みまもり

トーク」は新型コロナウ

イルスの影響で中止し

た。 

ふれあい福祉課 

 

② 関係団体との連携 
№ 施策 方向性 数値目標 平成３０年度実績 令和元年度実績 担当部署 

１ 
当事者団体の活

動支援 

〇 当事者団体の自主性・主体性を尊重

した活動支援を行います。 

〇 障がい種別を超えた活動が促進され

るよう、３障がいの連合体による活動

を支援し、地域住民との融合を図りま

す。 

 

○じりつ支援協議会によ

る当事者の会サポート 

○３障がい連絡協議会

（当事者の会・家族の会）

定例会議を開催。 

○じりつ支援協議会によ

る当事者の会サポート 

○３障がい連絡協議会

（当事者の会・家族の会）

定例会議を開催。 

ふれあい福祉課 

 


